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�愛媛県告示第４１６号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

株式会社松下石油店
代表取締役 松下アイ子 八幡浜市松柏乙１０４３番地の２ 平成２７年

２月２５日
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愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第４１８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４２１号
中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号。以下

「法」という。）第６５条第１項の規定により、第二種大規模小売店

舗立地法特例区域を定めるため、同条第４項において準用する法第

３７条第７項の規定に基づき、当該第二種大規模小売店舗立地法特例

区域の案を次のとおり告示する。

当該第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案及び法第６５条第４

項において準用する法第３７条第８項の添付書類は、愛媛県経済労働

部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工

観光室並びに松山市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案

松山市一番町二丁目３番６から９まで

松山市大街道二丁目５番１２、５番１３、５番３７、５番３８、５番４２

２ 意見書の提出

この告示に係る第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案につ

いて意見を有する者は、告示の日から２週間以内に、愛媛県に次

のとおり意見書を提出することができる。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代

表者の氏名

イ 当該第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案についての

意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第４２２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

西条市大浜字東山５９７６の４、飯岡字前坂２９８１の３０、２９８１の３１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

�愛媛県告示第４１９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務
一式

愛媛県企画振興部
政策企画局広報広
聴課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２７年３月２５日
株式会社愛媛新聞社
愛媛県松山市大手町一
丁目１２番地１

６．４８円
（一部当たり） 一般競争入札 平成２７年２月１３日

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

広瀬病院 今治市喜田村６丁目５番
１号 医療法人陽成会

平成３０年
３月３１日
まで

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

さくら薬局グランシャリオ 新居浜市一宮町二丁目６番７７号 有限会社蝶野 精神通院医療（薬
局）

平成２７年
３月３０日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

さくら薬局グランシャリオ 新居浜市一宮町二丁目６番７７号 有限会社蝶野 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２７年
３月３０日

愛 媛 県 報平成２７年４月３日 第２６６０号

３９８
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送電変電設備用地とするため
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�愛媛県告示第４２４号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第１１号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると認めら

れた県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲を、

平成２７年４月１日次のとおり定めた。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 四国中央市の藤谷池及び二級河川川茂川水系川茂川の本支流並

びにこれらと連接して一体を成す内水面

２ 二級河川渦井川水系渦井川の本支流及びこれと連接して一体を

成す内水面

３ 御舟川雨水幹線、観音水雨水幹線及び新川雨水幹線並びにこれ

らと連接して一体を成す内水面

４ 西条市北条１４０７番１地先の遊水池並びに二級河川崩口川水系崩

口川及び二級河川一ツ橋川水系一ツ橋川の本支流並びにこれらと

連接して一体を成す内水面

５ 二級河川大曲川水系大曲川及び二級河川新川水系新川の本支流

並びにこれらと連接して一体を成す内水面

６ 鹿野川ダムから下流の一級河川肱川水系肱川の本支流及びこれ

と連接して一体を成す内水面

７ 愛媛県と高知県の県境から上流の一級河川渡川水系広見川、目

黒川及び家地川の本支流並びにこれらと連接して一体を成す内水

面

８ 二級河川来村川水系来村川及び二級河川神田川水系神田川の本

支流並びにこれらと連接して一体を成す内水面

�������
�愛媛県告示第４２５号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第２９条第１項の規定に

基づき東温市志津川土地区画整理組合から次のとおり理事が就任し

た旨の届出があった。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

就 任

�������
�愛媛県告示第４２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市上泉川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２７年４月３日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

就 任

�愛媛県告示第４２３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１０条の規定に基づき、平成２７年４月１日次のように区画漁業を免許した。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

免 許 番 号 漁 業 権 者 の 住 所 及 び 氏 名 免 許 の 内 容 漁 業 権 の 存 続 期 間

伊区第１２号 西宇和郡伊方町串１９番地
三崎漁業協同組合 外３名

平成２６年１２月２６日付け愛媛県
告示第１４３１号のとおり

平成２７年４月１日から
平成３６年３月３１日まで

伊特区第２４号 〃
〃 〃 平成２７年４月１日から

平成３１年３月３１日まで

宇特区第２９８号 南宇和郡愛南町久良１２００番地の２
久良漁業協同組合 〃 〃

宇特区第２９９号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３００号 〃
〃 〃 〃

氏 名 住 所

� 塚 莊 一 東温市志津川６３６番地４

� 塚 澄 枝 東温市志津川６３８番地１

西 下 光 男 東温市志津川８４４番地３

武 智 由 貴 東温市志津川６７８番地

池 田 秀 一 東温市志津川６９０番地

宮 倉 和 良 東温市志津川１４２６番地

佐 伯 清 美 東温市志津川６４５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 村 伊佐雄 新居浜市西喜光地町１番２８号

〃 古 川 良 樹 新居浜市瀬戸町１２番２号

〃 星 河 米 一 新居浜市星原町１０番２７号

〃 � 橋 敬 雄 新居浜市外山町９番４４号

〃 � 橋 征 三 新居浜市星原町１３番１６号

監 事 鈴 木 邦 宣 新居浜市星原町９番１１号

〃 藤 田 幸 隆 新居浜市西喜光地町４番４０号

〃 村 上 統 新居浜市寿町７番９号

愛 媛 県 報平成２７年４月３日 第２６６０号

３９９
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退 任
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�愛媛県告示第４２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西予市三瓶町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年４月３日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�������
�愛媛県告示第４３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第３０条第２項の規定により、南予用水土地改良区連合の定款の変

更を認可した。

平成２７年４月３日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�愛媛県告示第４２７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年４月３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第４２８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年４月３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第４３１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 � 橋 敬 雄 新居浜市外山町９番４４号

〃 � 橋 征 三 新居浜市星原町１３番１６号

監 事 鴻 上 公 俊 新居浜市上泉町６番２５号

〃 藤 田 賢 市 新居浜市外山町１１番１２号

〃 鈴 木 邦 宣 新居浜市星原町９番１１号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 村 伊佐雄 新居浜市西喜光地町１番２８号

〃 古 川 良 樹 新居浜市瀬戸町１２番２号

〃 星 河 米 一 新居浜市星原町１０番２７号

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２６中局建（開）第４８号

平成２７年３月２５日
伊予郡松前町大字大溝字叶田１９８番１及び１９８番６

伊予郡松前町大字大溝１９８番地３

渡 部 泰 史

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２６中局建（開）第４９号

平成２７年３月２７日
伊予郡松前町大字上高柳字久保田４２８番４

松山市藤原町４９８番地１５

有限会社ブリスク

代表取締役 西 岡 浩 志

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般・特－２２）第１１０５９号 平成２２年
１２月１４日 高橋建設� 高橋 聖一 西予市野村町坂石２１１ 平成２７年

２月２日
土木工事業、建築工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般・特－２３）第１９３７号 平成２３年
８月２４日 下村産業� 下村ヤエ子 宇和島市三間町迫目３９ 平成２７年

２月３日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２６）第１６５５０号 平成２６年
８月２７日 蓑越工務店 蓑越 忠幸 宇和島市三間町大内６８ 平成２７年

２月１２日 大工工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２１）第３０２４号 平成２２年
３月８日 �愛媛鉄建 谷本 恒規 宇和島市新町１－４－１０ 平成２７年

２月２３日 建築工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２７年４月３日 第２６６０号
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公安委員会告示

�愛媛県公安委員会告示第２号
警備員等の検定等に関する規則（平成１７年国家公安委員会規則第

２０号）第２条の表の６の項の上欄の規定により、愛媛県公安委員会

が認める交通誘導警備業務は、次の表の左欄に掲げる路線に応じ、

同表の右欄に掲げる区間において行うものとし、平成２７年１０月１日

から施行する。

平成２７年４月３日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

�愛媛県告示第４３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（般－２２）第１６６８９号 平成２２年
５月２７日 翔電設 橋本 正一 宇和島市山際４－１－１３ 平成２７年

２月２３日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２１）第７０８０号 平成２２年
３月２１日 �アリックス 有間 義恒 宇和島市朝日町４－６－

５
平成２７年
２月２５日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町日野川１５６８番３から

同町日野川１５６６番２まで
平成２７年４月３日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町皆江字コウラ３０５番１地先から

同字コウラ１７８番５まで
平成２７年４月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

西予市三瓶町皆江字コウラ３０５番１地先から

同字コウラ１７８番４まで
旧 ８．７～１４．５ ０．１３８

西予市三瓶町皆江字コウラ３０５番１地先から

同字コウラ１７８番５まで
新 ８．７～１７．８ ０．１３８

番号 路 線 名 区 間

１ 一般国道１１号 愛媛県の全域

２ 一般国道３３号 愛媛県の全域

３ 一般国道５６号 愛媛県の全域

４ 一般国道１９２号 愛媛県の全域

５ 一般国道１９６号 愛媛県の全域

６ 一般国道３１７号 松山市勝山町一丁目１９番地４先から
今治市波止浜三丁目先まで

愛 媛 県 報平成２７年４月３日 第２６６０号
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選挙管理委員会告示

公営企業告示

雑 報

�愛媛県公営企業告示第４号
愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、告示の日から施行する。

平成２７年４月３日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

�愛媛海区漁業調整委員会指示第９８号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海におけるまき網及び浮敷網漁業の操業制限について、

平成２７年４月１日次のとおり指示した。

平成２７年４月３日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南の

愛媛県海域をいう。）におけるまき網漁業及び浮敷網漁業は、区

画漁業権漁場区域内に設置されている養殖筏及び生簀並びに第２

種共同漁業権漁場区域内に設置されている小型定置網（垣網部及

び身網部）から１００メートル以内の海面では操業してはならない。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第９９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め

�愛媛県選挙管理委員会告示第３１号
個人演説会等を開催することができる施設として市町村選挙管理委員会が指定した施設の一部改正について

個人演説会等を開催することができる施設として市町村選挙管理委員会が指定した施設（平成２２年１月愛媛県選挙管理委員会告示第７号）

の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２７年４月３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

７ 一般国道４３７号 愛媛県の全域

８ 県道壬生川新居
浜野田線 愛媛県の全域

９ 県道新居浜角野
線 愛媛県の全域

１０ 県道松山空港線 愛媛県の全域

１１ 県道松山港線 愛媛県の全域

１２ 県道伊予川内線 愛媛県の全域

１３ 県道伊予松山港
線 愛媛県の全域

１４ 県道今治波方港
線 愛媛県の全域

１５ 県道松山伊予線 愛媛県の全域

１６ 県道壬生川丹原
線 愛媛県の全域

１７ 県道松山北条線 愛媛県の全域

改 正 後 改 正 前

施設の名称 施設の所在地 定員（人） 施設の名称 施設の所在地 定員（人）

省略 省略

新居浜マリーナ 省略 新居浜マリーナ 省略

新居浜市大島交流

センター

新居浜市大島甲５８９

番地

５０

省略

省略

口頭による開示請求をすることができる個人情
報の内容

口頭による
開示請求を
することが
できる期間

口頭による
開示請求を
することが
できる場所試験の名称 開示する内容

愛媛県職員（選考職）
採用試験（管理者が実
施するものに限る。）

試験種目別得点、合計
得点、順位並びに一定
の基準に達しない試験
種目名及び検査種目名

合格発表の
日から１月
間

公営企業管
理局総務課

愛 媛 県 報平成２７年４月３日 第２６６０号
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じか流し網漁業について、平成２７年４月１日次のとおり指示した。

平成２７年４月３日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日までの

間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月３０

日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第１１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０条第４項

の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

平成２７年４月１日次のとおり指示した。

平成２７年４月３日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 本 多 義 雄

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面（以下

「公共用水面等」という。）において、コイがコイヘルペスウ

イルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると愛媛県知事

が認めた場合は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコ

イを持ち出してはならない。ただし、公的機関が試験研究又は

検査に供する場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件のすべてに該当する場合以外は、してはならない。

ただし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場

合はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで

平成２７年４月３日 発行

愛 媛 県 報平成２７年４月３日 第２６６０号

４０３


